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はじめに
　本稿の目的は，第一次世界大戦から再軍備期に至るイギリス光学産業の構造変化をイギリス政
府の軍需に注目して解明することにある。
19世紀末から第一次世界大戦までの数十年間，民間の兵器製造業者は積極的に海外輸出を行っ
ており，世界の兵器市場においてイギリスは艦艇輸出を中心に独占的地位にあったω。しかし，
大戦後には後発国の工業化の進展に伴って新たな兵器供給者が登場したことや，世界規模での軍
縮が進展したため武器輸出におけるイギリスの地位は徐々に後退していった。したがって，民間
の兵器産業に依拠していたイギリスの兵器供給システムと軍産関係も大戦を経て大きく変貌を遂
げたと考えられてきた（2）。
では，軍用光学機器の製造に従事してきたイギリス光学産業は，他の兵器製造業者と同様の道
をたどったのだろうか。また，イギリス光学産業の特徴とはどのような点にあったのだろうか。
　本稿は，第一次世界大戦にともなう大量の軍需がイギリスの光学産業にどのような影響を及ぼ
（1）　武器移転の経済史的側面に関しては，小野塚知二「武器移転の経済史」（奈倉文二・横井勝彦。小野
　塚知二『日英兵器産業とジーメンス事件一武器移転の国際経済史一』日本経済評論社，2003年所収），
　奈倉文二「武器移転と国際経済史」（奈倉文二・横井勝彦編『日英兵器産業史一武器移転の経済史的
　研究一』日本経済評論社，2005年所収）を参照。なお，産業や技術移転に関する日英関係については，
　Checkland，　O．，　Bn’tain　’s　Encounter　with　Meiji　JαPαn　l868－1912，　London，1989（杉山忠平・玉置紀夫
　訳『明治日本とイギリス』法政大学出版会，1996年）やCheckland，0．，　Technical　Transfer　and　Cul－
　tural　Exchange　between．Brz’tain　and　fapan，　London，2004（加藤詔士・宮田学編訳『日本の近代化と
　　スコットランドー技術移転と文化交流一』玉川大学出版部，2004年），平間洋一・イアン・ガウ・
　波多野澄男編『日英交流史：1600－2000（軍事）』東京大学出版会，2001年，杉山伸也・ジャネット・
　ハンター編『日英交流史：1600－2000（経済）』東京大学出版会，2001年，細谷千博編「日英関係史：
　　1917－1949』東京大学出版会，1982年を参照。
（2）McNeil，　W．　H．　and　D．　Winfield，　The　Pursuit　Of　Potver：　Technology，　A　rmed　Force，　and　Society　Since
　A．D．1000，　NewYork（高橋均訳「第8章　軍事・産業間の相互作用の強化　1884～1914年」「戦争の
　世界史一技術と軍隊と社会一』刀水書房，2002年）を参照。
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したのか，また海外の軍需が低迷した戦間期に光学産業がどのような再編を経験したのか。以上
の点について国内市場（海軍省・軍需省）と光学諸企業の関係を中心に考察を進める③。
　光学産業に関する先行研究は，ドイツ企業とりわけカール・ツァイス社を対象としたものが数
多く，イギリス光学産業に関する研究は産業史や海軍史の分野で散見される程度である。経済史・
経営史・産業史などの分野では鉄鋼や造船といった基幹産業との関連から兵器産業が取り上げら
れることはあっても光学産業が研究対象となることは稀であった。
　ところで，本稿ではイギリス光学産業を光学機器製造業者と光学ガラス製造業者に区分して考
察を進めている。前者は主に軍需に携わった数社を，後者は主要な製造業者3社を対象としてい
る。以下，いくつかの先行研究の紹介と利用した一次史料について若干の解説を加えておこう。
　まず，イギリスを代表する高度精密な光学機器製造業者であったバー＆ストラウド社（Barr
＆Stroud　Ltd．：以下，　B＆S社と略記）（4）については，1980年代に社史的存在であるRange　and
Visionが上梓されている。本書は経営史家マイケル・モス（Moss，　M．）とグラスゴウ大学のアー
キビストであったイアン・ラッセル（Russell，1．）両名による研究成果であり，同社の沿革なら
びに基本的性格を把握することができる唯一の本格的な研究である。ラッセル氏は同書にて戦前
部分を主に担当しており，他にB＆S社の技術移転に関する論文も執筆している⑤。
　B＆S社に関する最新の研究は，双眼鏡製造に関するリード（Reid，　W．）の著作がある（6）。同書
はグラスゴウ大学が所蔵するB＆S社一次史料を用いた労作であり，双眼鏡製造において技術開
発を重視するあまり市場動向を軽視し，イギリスのみならずアメリカの民間市場も獲得できなかっ
たB＆S社の様子が看て取れる。なお，他の製造業者については若干の社史が存在している（7）。さ
（3）各国光学産業における軍需の役割について，ドイツに関しては，上林貞治郎「カール・ツァイス・イェー
　　ナ工場史」『経営研究』（大阪市立大学商学部経営研究会）第91号，1967年，日本に関しては，ニコン
　　75年史編纂委員会『光とミクロと共に一ニコン75年史一』株式会社ニコン，1993年を参照。
（4）　本稿はB＆S社について中心的に論じていない。同社の他の製造業者に対する相対的独自性につい
　　ては，拙稿「イギリス光学機器製造業の発展と再編7バー＆ストラウド社の事例：1888～1935年一」
　　（奈倉文二・横井勝彦編『日英兵器産業史一武器移転の経済史的研究一』日本経済評論社，2005年
　　所収）を参照。
（5）　Russell，1．，“Technical　Transfer　in　the　British　Optical　Industry　1884－1914：The　Case　of　Barr＆
　　Stroud，”10th　International　Economic　History　Congress，　Leuven，　Belgium，　20th　August　l990，ラッ
　　セル氏には史料の所在や論文のテーマについて相談に乗っていただいた。謝意を表したい。
（6）Reid，　W．，馳勿Certainly　Not　Afraid（≧f　Zeiss’　Bαrγ　＆Stroud、Binocularsαnd　the　Royal　Navy，
　　Edinburgh，2001．
（7）ケンブリッジ科学機器製造会社については，Gattermole，　M．　J．　G．　and　Wolfe，　A．　F．，　HozαcθDα7ω∫沈
　　Shop：、A　Histo7　y　of　The　Cαmbridge　Scientific　lnstrument　ComPany　l878　to　1968，　Bristol，1987を，軍
　　用光学機器で著名なクック社については，Taylor，　E．　W．　and　J．　S．　Wilson，　A　t　the　Sign　of　Orre7　y’　The
　　On’gin（of　the　Firm　Coolee，　Troughton　＆　Simms　Ltd．，　York，1944を参照。なお，第二次世界大戦後に
　　おけるカメラ製造業者については，Skinner，　B．，　Micro　Precision　Products　：The　MPP　Stor　y　and　the
　　Products，　Cornwall，2004や，　Lewis，∫．　E．，1誌by　Corfield　：It　Must　Be　Good．．．The　Periflex　Stor　y，
　　Norwich，1985，　Wade，　J．，　The　Wrayflex　Stor　y，　Hertfordshire，2008がある。イルフォード社に代表さ
　　れる写真感光剤を含めた写真産業については，Edgerton，　DE．　H．，“Industrial　Research　in　the　British
　　Photographic　Industry，1879－1939，”in　Liebenau，　J，　ed．，　The　Challenge　of　New　Technology　：Innova－
　　tion　in　B短’鉛海Business　Since　1850，　Aldershot，1988やHercock，　R．　J．　and　G．　A．　Jones，　Silver　by　the
　　ton　：．A　History　of　llford　Limited　1879－1979，　London，1979を参照。
（705） イギリス光学産業の市場構造に関する史的考察 295
らに技術史の分野においては，ブルックス（Brooks，　J．）による射撃管制に関する大著が最近上
梓された〔8）。同書はいささか専門的ではあるものの，光学機器精密機器がどのように軍事利用
されてきたのか，当時の最先端機器とその技術を知るには第一級の文献である。
　一方，光学ガラス製造業に関する研究は，企業数が少ないことに起因しているのであろう，機
器製造業者に対する研究よりも数少ない。90年以上前にまとめられたチャンス・ブラザーズ社
の社史や（9），経営史的視点から各種ガラスを製造していたピルキントン社に関するパーカー
（Barker，　T．　C．）の著作を挙げておこう（1°）。
　本稿との関連から最も注目すべきは，マクロードら（Macleod，　R．　and　K．　Macleod）の研究で
ある。マクロードらはイギリスの光学関連企業にはR＆Dを自主的に進める能力も資金も欠如
していたため，科学技術開発に対する政府の主導的な役割に注目している｛11）。彼らの業績のな
かでも第一次世界大戦時の光学ガラス製造業者と政府間の関係を一次史料からまとめた論文（12）
は貴重な研究成果と言えよう。同様に政府の役割に注目する論者として，ウィリアムズ
（Williams，　M．　E．）がいる。彼女は科学機器・精密機器製造業者の発展と政府ないし戦争がこれ
らの産業に及ぼした影響に関する英仏比較を精力的に行った結果，イギリス政府の光学・精密機
器産業への場当たり的な関与や一貫性の無い保護・育成のあり方に疑問を呈している（13）。
　これらの先行研究は，光学産業の発展に（第一次世界大戦前のイギリスに本格的な産業政策は
無いものの）政府の役割を重視する点で共通している。このような視点には，19世紀末～20世
紀初頭において，私的な利害や営利目的（14）とは別のインセンティブ，すなわち国防（ナショナ
リズム）や科学の進展という動機が光学産業の発展には重要であったという各国に共通した時代
背景が読み取れよう㈹。
（8）　Brooks，　J．，　Dreadnought　Gunnery　and　the　Battle　ofノ包tland　：The　Question　ofFire　Control，　London，2005．
（9）　Chance，　J．　F．，　A　Histo貿y　of　the　Firm　Ofαhance　Brothers＆Co．　Glass　and　A　lhαli　Manufactures，
　　London，1919．
（10）　Barker，　T．　C．，　Pilleington　Brothersαnd　the　Glass　Industry，　London，1960．
（ll）　Macleod，　R．　and　K．　Andrews，“The　Origins　of　the　D．　S．1．　R．：Reflections　on　Ideas　and　Men，1915－
　　1916，”Public　A　dministration，　Vol．48，1970．
（12）Macleod，　R．　and　K．　Macleod，“War　and　Economic　Development：Government　and　the　Optical
　Industry　in　Britain，1914－1918，”in　Winter，　J．　M．　ed．，　War　and　Economic　Devel（）pment，　London，1975．
（13）Williams，　M，“Technical　Innovation：Examples　from　the　Scientific　Instrument　Industry，”in
　　Liebenau，　J．　ed．，　The　Challenge　Of　New　Technology　：Innovation　in　British　Business　since　1850，
　Aldershot，1988，　do．，“Training　for　Specialists：the　Precision　Instruments　Industry　in　Britain　and
　France，1890－1925，”in　Fox，　R　and　A．　Guagnini　eds．，　Technology　and　lndustriα1　Performance　in　EuroPe，
　　1850－1939，Cambridge，1993，　do．，　The　Precision　Maleers　：　A　History　of　the　lnstruments　lndustr　y　in　Brit－
　ain　and　France，1870－1939，　London，1994（永平幸雄・川合葉子・小林正人訳『科学機器製造業者から精密
　機器メーカーへ一　1870－1939年における英仏両国の機器産業史一』大阪経済法科大学出版部，1998年）．
（14）光学機器のひとつであるカメラとフィルムの大衆化を推進したコダックについては，Jenkins．　R．　V．，　Images
　and　Enteiprise’Technologbl　and　the　Americαn　Photogrαphic　lndustry　1839　to　1925，　Baltimore，1975（中
　　岡哲郎・高松亨・中岡俊介訳「フィルムとカメラの世界史一技術革新と企業一』平凡社，1998年）を参照。
（15）後発工業国における光学機器・ガラス製造業者の発展は軍用光学機器の国産化とともにあった。一例
　　として，ドイツのツァイス，日本光学，チェコのメオプタ（meopta）を挙げておく。したがって販売
　額における軍需の占める割合は高い比率を示していた。
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1　イギリス光学産業の構造
（1）イギリス光学産業の特徴
　イギリス光学産業の特徴とは，その構成が光学ガラス製造業者と機器製造業者㈹に大別され
ること（ガラスから機器までの一貫製造を行う総合的光学企業が欠けている）と生産規模の零細
性の2点である。大戦前，光学ガラス生産はバーミンガム，スメジィック（Smethwick）のチャ
ンス社（Chance　Brothers）が唯一従事するだけであった。光学ガラスは他の一般用ガラス（ビ
ンや窓ガラス）よりも複雑な作業工程や炉・増蝸・混合物が必要とされる。したがって光学ガラ
ス生産は費用のみならず高度な化学知識と多くの実験を必要としたため，製造業者による積極的
な参入が見込まれる分野ではなかった。
　他方，機器製造には機器ごとに専門化した製造業者が存在した。つまり，製造業者の零細性に
依拠した総合光学企業の未発達という点が，イギリスとドイツの決定的な相違であった。なお，
マクロードは英独間の差異は，需要の「総量と構造」（volume　and　structure）によって生じた
と論じている（17）。
　ただし，「メーカーを機器のタイプの違いで区別することはできたが，しばしばそれは何か根
本的な違いというよりは，単に強調点の違いに過ぎないことがあった」，「測定装置の特定のタイ
プや測定範囲で専門化はしていたが，もし望まれれば，彼らは新しい領域にも多様化していこう
とした」と指摘されるように（18），機器製造業者自身が積極的に自らの優位を突き詰めて専門化
を果たしたわけではなかったことがうかがえる。注目すべきは「望まれれば」という点にある。
すなわち需要の多寡および質が彼らの専門性に影響を与え，機器の種別による住み分けを選択さ
せていたのであろう。
　あらためて問題となるのが市場としての軍需である。光学機器は19世紀末には大学をはじめ
とする研究機関で実験に利用されていたが，大量の購買数が見込まれたわけではなかった。当時
の光学機器は研究用途に合わせてひとつずつ作られた特注品であり，顕微鏡のように数量が求め
られることはあっても大量と言うにはほど遠く，写真機や映写機のように大量に同質の製品を求
められる民間市場は19世紀末のイギリスにはいまだ存在しなかった。したがって，光学ガラス
の大量生産は喚起されなかったのである。第一次世界大戦前において，レンズやプリズムといっ
（16）光学産業（optical　industry）には，精密機器製造業者（precision　maker）や写真産業（photo－
　graphic　industry）を含む。
（17）　Macleod，　R．　and　K．　Macleod，　op．　cit．，　p．170．
（18）Williams，　op．　cit．，1994，　pp．9－10（永平他，前掲訳書，　p．12）．ウィリアムズは同書結論部分にて次の
　　ようにも概観している。「平和時に機器産業は専門的で多様な市場に向けて広い範囲の製品を製造し，
　　それにより様々な機器会社が個性化し，それぞれの適所を見出していった。様々な種類の機器に対する
　市場は全世界に広がっていたけれども，その全体としての量は少なかった（双眼鏡のような大量生産向
　　きの製品の市場はドイツに占有されていた）」（Williams，　op．　cit．，1994，　p．172〔永平他，前掲訳書，　p．
　228〕）。
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た規格品を必要とする軍需は光学ガラスの大量生産を促す唯一の要因であったことが浮き彫りと
なろう。
②　陸海軍の光学産業への関与
　19世紀末，イギリス海軍は質・量ともに急速に拡張を遂げていく。そして，この近代化の流
れのなかでジェリコ（Jellicoe，　J．）（’9）は火砲運用の改善に向けて自らの艦隊で各種実験を進めて
いた。このような進取の精神に富んだ海軍軍人の改革に歩調を合わせて各種光学機器の開発は進
展していった。とりわけ射撃管制に関する議論は20世紀初頭のフィッシャー改革の時期に本格
化し，イギリスのみならず世界各国にドレッドノート級戦艦を中心とする建造競争を巻き起こし
たのである。
　イギリス海軍第一本部長フィッシャー（Fisher，　J．）は，ドイツやフランスなど新興海軍力の
急速な台頭に対抗するため，また逼迫した海軍財政の制約という不安要因への対応として，イギ
リス海軍力の抜本的な刷新を企図した。その一つが旧式艦の大量廃棄と全主砲戦艦（All　Big－
gun　Ship）構想であり，ドレッドノート級戦艦とインヴィンシブル級巡洋戦艦の大量建造計画
であった（2°）。このような革新的な構想を練る際，彼のブレーンとなったのは建造委員会（The
Committee　on　Designs：1904年創設）であり（21），海軍からは測距と射撃管制の専門として先
述したジェリコをはじめ，民間兵器産業の重鎮や学者らも同委員会に参集している。
　フィッシャーは同一口径砲を中心とした全主砲戦艦構想の有効性や測距機器の重要性など射撃
管制について同委員会にて議論を重ねていた（22）。この構想はけっしてフィッシャーの机上の空論
ではなく，ジェリコは複数の光学機器開発者に新構想に必要とされる機器の試作を求めている⑳。
このような海軍関係者と製造業者の私的な関係は，機器製造業者にとって次期配備に必要とされ
る新型機器の研究開発への迅速な対応を可能としただけでなく，その後の海軍からの受注の伏線
ともなりえたであろう。
　ところで，このような製造業者の一つが，19世紀末より英海軍や日本海軍をはじめとする世
界の海軍に測距儀を大量に販売していたB＆S社であった（24）。すでにイギリス海軍は全艦艇に
同社製機器を配備しており（1899年），数年間で150台以上の測距儀がイギリス海軍によって購
入されていた。B＆S社の他には，測距儀および射撃管制システムの独自開発を進めていたポレ
（19）　ジェリコやスコットによる新たな射撃法の試みは以下の文献を参照。黛治夫「艦砲射撃の歴史』原書
　房，1977年，pp．　94－98，　pp．137－142。
（20）　フィッシャー改革期のイギリス政治経済の概観として，吉岡昭彦「イギリス帝国主義における海軍費
　　の膨張一1889～1914年一」『土地制度史学』第124号，1989年，同『近代イギリス経済史』岩波全
　書，1981年を参照。
（21）　Navy　Records　Society，　The　Fisher　Papers，　Vol．1，1960，　pp．199－200．
（22）“Report　of　the　Committee　on　Designs，”p．21，　Churchill　Archives　Centre（以下，　CACと略記），
　　FISR／8／4，　F．　P．4706．
（23）Williams，　op．　cit．，1994，　pp．44－45（永平他，前掲訳書，　p．63）．
（24）同社に関しては，Moss，　M．　and　I．　Russell，　Rαnge＆Vision’The　First　Yeαrs　of　Bαrr　＆Stroud，
　　Edinburgh，1988を参照。
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ン（Pollen，　A．　H．）や（25），ヨークのクック社（T．　Cooke＆Sons　Ltd．）が海軍関係者と情報を共
有していたと考えられる。
　そして，これらの製造業者らが海軍のトライアルに参加し，新たなデバイスの開発・特許取得
に取り組むことで技術革新は進んでいった。このように世紀転換期におけるイギリス海軍の近代
化は機器開発を牽引する役割を担っていた。
　ただし，第一次世界大戦前，イギリス海軍は民間兵器産業の技術開発に対して資金援助や人材
派遣など組織として積極的な支援を行うことはなかった。イギリスの光学に関する軍産関係は海
軍関係者と製造業者の私的な関係が散見されるに過ぎず，ドイツや日本と比べると人脈を通じた
ゆるやかなものであったと言える。
（3）　ドイツ光学産業の台頭
1880年代以後，ドイツのカール・ツァイス社のガラス部門であるショット社やフランスのパラマン
トワ社（Parra　Mantois）は質・量ともにイギリスのみならず世界市場を席巻し始めた。ドイツでは
すでにプロイセン政府の庇護の下でカール・ツァイス社が急速に発展を遂げつつあったが，同社に限
らず高度な光学機器製造業者が多数存在したこともドイツが光学大国になる大きな要因であった。
　ところで，世界的に著名な光学企業カール・ツァイス社に関する先行研究は，わが国において
も数多く存在する。とくに経営史の分野では，同社の経営の特殊性すなわち財団化や8時間労働
の導入など，労働問題が注目されてきた（26）。一方で，ドイツ帝国主義の手先として高い技術力
を誇り，新型光学機器やガラスを生み出しただけでなく（27），技術提携や資本参加によって世界
各国へと進出し，多角化を進めた同社の経営戦略も注目に値しよう㈱。
（25）　ポレンの開発した射撃管制機器に関しては以下の文献を参照。Sumida，　J．　T．，　ln　Defence（）f　Naval　SuPrem－
　acy：Finance，　Technologyαnd　Bn’tish　Navαl　Policy，1889－1914，　Boston，1989；do．，　The　Pollen　Pαpers’
　　the　Privately　Circulated　Printed　PVorles　ofA　rthuγ　Hungerford　Pollen，1901－191〔｝，　Navy　Records　Society，
　　1984；do．，‘’British　Capital　Ship　Design　and　Fire　Control　in　theヱ）readnought　Era，：Sir　John　Fisher，
　　Arthur　Hungerford　Pollen，　and　the　Battle　Cruiser，”　Journal（ゾルfbdern　Histo僧y，　Vol，51，　No．1，1979．
（26）　木村喜一郎「ツァイス工場」『立命館経済学』第3巻第2号，1954年や栗田真造「特殊経営形態とし
　　ての財団一ツァイス工場の経営方策に学ぶ一」『会計』第77巻第5号，1960年などは，アッベをは
　　じめとするツァイス社の資本の論理ではない経営理念に対する好意的理解が読み取れる。
（27）上林，前掲論文を皮切りに創業から第二次世界大戦直後の東西分割までを対象とする諸論考（「カー
　　ル・ツァイス・イェーナ工場史」『経済学雑誌』第58巻第1・2号，1968年，「カール・ツァイス・イェー
　　ナ工場史一世界経済恐慌（1929－1933年）の時期について一」『経営研究』第96号，1968年，「カール・
　　ツァイス・イェーナ工場史」『経済学雑誌』第59巻第3・4号，1968年）が代表的である。先に挙げた
　　木村・栗田論文と異なり，上林は同社の合理化にともなう労働強化や帝国主義的な側面を強調する。同
　　一企業に対するこのような評価の相違は，視点の相違や対象とする年代もさることながら依拠した文献
　　による差があると考えられる。他には産業社会学からのアプローチとして，宮下晋吉の諸論考「近代顕
　　微鏡・光学ガラス発達史（1）Carl　Zeiss社，　Schott＆Gen．における研究・開発に関する科学技術の社会
　　史的研究」「立命館産業社会論集』第88号，1996年，「近代顕微鏡・光学ガラス発達史（2）Schott＆Gen，
　　におけるガラスの研究・開発に関する総合科学技術史的研究」『立命館産業社会論集』第89号，1996
　　年がある。同研究は科学・技術史的側面からツァイス史を補完する現代的な研究であると言えよう。
（28）上林，前掲『経営研究』第96号。アメリカやオランダでのツァイスの活動は，Berge，　W．，“OpticaI
　　Instruments，”Cαrtels　：　Challenge　to　a　Free　World，　Washington，1944を参照。
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　19世紀中ごろ，小さな顕微鏡製作場にすぎなかったカール・ツァイス社が急速に成長できた
理由として，機器製造業者カール・ツァイスと物理学者エルンスト・アッベ，光学ガラス製造業
者オスカー・ショットの3者による強力な連携が築かれた点が挙げられる。そしてこの連携がい
わば素材から製品までの一貫生産を可能とする世界初の総合光学企業の誕生を意味していたので
ある。
　さらに，物理学者のアッベがツァイスと共同作業を始めた1860～70年代に作業場での分業体
制をとりいれた点に注目したい。従来，一人の職人が組立・調整・仕上げを担当していた製造方
法から，各作業工程を分業化し部品の規格化や許容値を設定することで効率的な製造を可能にし
たのである。また，ガラス製造においてはショットが実験を繰り返し，アッベがその光学特性を
調べることで新たな光学ガラスを多数生みだし分類化することに成功した⑳。当時，顕微鏡性
能の技術的な隙路に立たされ，物理学研究への限界を感じていたアッベらは，新ガラスおよびレ
ンズ研究によってその壁を打破しようと試みたのである。このような実験的試みの原動力が彼ら
の飽くなき探求心であったことはたびたび指摘されてきたが，プロイセン政府からの補助金や陸
海軍による積極的な購入が活動の支えとなっていたことは言うまでもない。
　つまり，「経験」から「科学と合理性に基づく」ガラス・機器製造への方針転換と，政府の補
助（陸海軍による購入）の2点がカール・ツァイス社発展の礎であった。このような基本姿勢は，
「学術，技術および市場は三位一体となって発展する」というカール・ツァイス財団原則に明確
に表れていよう㈹。
　一方で，イギリスにおける光学ガラス生産はその開始こそ早く，19世紀中ごろまでさかのぼ
ることができる。だが，残念ながら大戦前のイギリスにはツァイスのように専門家らによる強靭
な協力関係が構築された企業は存在しなかった。わずかに産学の連携という点ではB＆S社が
進歩的であったと評価できるかもしれない（31）。
　すでに見たように，イギリス海軍の近代化は国内での光学機器開発を促進した。にもかかわら
ず，光学ガラス製造の近代化は遅々として進まなかった。なぜなら，海軍用艦艇に装備する機器
に必要とされる光学ガラスは大量ではなく，機器製造業者が国産よりも安くて品質の良いドイツ
やフランス製品を容易に利用することが出来たからである。そして，第一次世界大戦直前にはイ
ギリス国内で利用される光学ガラスのおよそ90％（ドイツ60％，フランス30％）にまで海外依
存は深まった。
　ところで，海軍と異なり陸軍には潜在的に大量の需要があった。高度精密な機器でなくとも兵
員数に比例して双眼鏡をはじめとする大量の光学機器が求められたからである。しかし，第一次
（29）　中野不二男訳・アーミン・ヘルマン著「ツァイスー激動の100年一』新潮社，1995年，pp．59－60。
（30）　小林孝久『カール・ツァイスー創業・分断・統合の歴史一』朝日新聞社，1991年，p．51。
（31）創業者のバーとストラウドはともに研究者であり，同社R＆D部門にはグラスゴウ大学出身者が数
　多く存在した。第一次世界大戦前，企業内に本格的な研究部門を有する機器製造業者はB＆S社のみで
　　あった。
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世界大戦前のイギリスでは陸軍需要が国内の製造業者に優先的に振り分けられることは稀であっ
た。イギリス陸軍はドイツ製光学機器を好んで利用していたのである。
　マクロードはこのような事態を以下のように評価している。
「イギリス陸軍省はドイツ製照準器と双眼鏡の購買者であったため，イギリスの製造業者が
同分野に参入する関心を失わせてしまった。陸軍省によるイギリス製造業者への発注は数千
件どころかわずか数十件に過ぎなかった。製造業者に競争を喚起するための誤った努力は，
陸軍省がわずかな企業，それも手作業で高品質の製品をつくるような企業に少量の発注を行っ
たことに表れている。発注総量が少なかったことは構成部品を高価格にし，また製造業者に
大量生産への関心をも失わせてしまった」（32）。
　また，ドイツ製品に唯一対抗することが可能であったB＆S社ですら当時の扱いは以下のよ
うな状況であった。バー教授はイギリスの光学産業の状況について委員会にてコメントを求めら
れた際，次のように述べている。
「イギリス陸軍省は1911年にわが社（B＆S社）のレンジファインダーを装備すると決定し
たが，1913年までにその数（発注数は）わずか300台程度であった。フランス陸軍による
3，000台に及ぶ大量需要があったからこそ，わが社は1914年以降の大量需要に応えることが
できたのである」（カッコ内注引用者）㈹。
　なお，1912年時点でイギリス陸海軍用の光学機器に国産ガラスを用いていたのはB＆S社だ
けであったとされる（34）。
　はたして，イギリス陸軍省は国防に必要とされる光学産業の育成に怠慢であったのだろうか。
エジャートン（Edgerton，　D．）は，「イギリス陸軍省はヨーロッパ大陸への派兵を想定した大量
軍備を持つことを考えていなかった」と，そもそも大量の軍需が想定されていなかった点を指摘
している｛35）。だが，イギリス国内の機器製造業者に平時の陸軍需要すら優先的に振り向けられ
ていなかった事実からすれば，イギリス陸軍省は国防上重要とされるキーインダストリー（Key
Industry）の保護・育成について配慮が無かったと評価しても差し支えあるまい。
　フィッシャー改革から第一次世界大戦までの約10年間（1904～1914年），ドイツとの建艦競
争下においてイギリスの射撃管制システムと光学機器は発展を遂げたが，それは奇しくも敵国ド
（32）　Macleod，　R．　and　K．　Macleod，　op．　cit．，　p．170．
（33）　Glasgow　University　Business　Records　Centre（以下，　GUBRCと略記），　UGD　295／26／1／87．
（34）　Report　by　lnstructor　Captain　T．　C．　Baker，　R．　N．，　on　the　position　of　Optical　Glass　Manufacture　in
　Great　Britain，　p，2，　National　Archives，　Kew（以下，　NA　Kewと略記），T161／546／109166．
（35）　Edgerton，　D．，　Science，　Technology　and　the　Bntish　lndustrialヱ）ecline　’　1870－1970，　Cambridge，1996．
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イツからの光学ガラス輸入に依存するという奇妙な関係の下で進められていたのである。
2　第一次世界大戦と「政府＝光学産業」関係
（1）軍需省による機器製造業者への監督
　軍需省（Ministry　of　Munitions）は，第一次世界大戦中，陸軍省による軍需品調達の滞りを
抜本的に是正すること，すなわち戦争遂行のために民間産業を軍需生産に効率よく動員するため
に設立された機関である（36）。同省は1915年5月にロイド・ジョージの下で設立された後，休戦
までの3年間で国内にて約65，000人を雇用し，200万人の労働者，16，000社の企業を監督下に置
き，戦争遂行に必要とされる一切の物資・物品の製造・配分を司った。その際，軍需品法（Mu－
nitions　Act：1915年7月に施行）が，賃金，企業収益，生産量を規定する法的根拠となった。
　イギリス史上初の大規模な民間産業への統制は，軍需省関係者によって1922年に編纂された
The　History　of　the　Ministry　Of　Munitions，　Vols．1－12をはじめ，ナショナル・アーカイブス
（National　Archives，　Kew）に所蔵されている軍需省資料（MUN）に詳しい。
　これらの資料では軍需省と民間産業の関係を「Control」という言葉で表現しているが，この
言葉には統制，監督，育成といったさまざまな意味が含まれていることを念頭におく必要があろ
う。軍需品法による企業の戦時利益の制限は明らかに統制と理解できるが，政府助成による開発・
研究の促進，工場の拡張は産業の育成といった側面を，また原材料の配分や労働条件の強化，製
品検査などは監督といった側面も有している。統制が産業にどのような影響を及ぼしたのか，
「Control」という言葉の意味を慎重にとらえねばなるまい。
　さて，第一次世界大戦の勃発とともに光学機器の重要性は急速に高まった。ヨーロッパ大陸へ
のイギリス陸軍の派兵は大量の軍用光学機器を必要とした。しかし，高度な技術を必要としない
双眼鏡であっても，今まで少量生産に従事してきたイギリスの製造業者が迅速に大量の光学機器
を生産することは不可能であった。19世紀以来，イギリスの製造業者は「熟練を基礎とした家
族経営の断片的な集合体」に過ぎず⑳，軍が利用できる測距儀や高度精密な機器の製造が可能
な製造業者はおのずと限定されざるを得なかった。軍需省は当時の光学機器製造業の状況を次の
ように記している。
「戦前，光学機器製造業者は小資本による零細多数の業者が互いにいがみあっている状態で
あった。些細なことに気を散らし，ありもしない秘密を保持しようとしていた。低い商業レ
ベルを維持するにとどまり，シティの関心など決して喚起するものではなかった。彼らは外
（36）大戦中，海軍省は軍需省の下に入ることを拒み，独自に軍需品調達を行った。したがって物資配分の
　省庁間の縄張り意識は解消されなかった（Gordon，　G，　A．　H．，　British　SeaPower　and　Procurement　be－
　tween　the　PVars’A1～eαp1》raisal　of　l～earmament，　London，1988，　pp．12－15）。
（37）　Macleod，　R．　and　K．　Macleod，　op．　cit．，　p．　170．
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　国から購入した部品の組み立てや外国製品の修理に従事し，さらに組み立てた製品に自らの
　名を冠して自社製品と称するくらいであった。政府をはじめとする公的機関だけでなく機器
　製造業者も驚くべきドイツ製品依存にあった」㈹。
　もちろん，機器製造業者のごく一部は積極的に海外市場を開拓し，ドイツ製品と対抗していた
が（例えば，バー＆ストラウド社，ケンブリッジ科学機器製造社）働，イギリスにおける機器製
造業はおおむね軍需省の評価の通りであったと考えて差し支えあるまい。このような停滞した状
況をいかに刷新するのか，以下，大戦中の軍需省の取り組みと製造業者の対応について見てみよ
う。
　1914年の大戦開始にともない，ロンドン大学ジャクソン教授（Jackson，　H．）の指導による諮
問委員会の指示によって，10月には化学学会（lnstitute　of　Chemistry）が大戦前に国内で代替
製造できなかった光学ガラスの製法に関する研究を開始している。その6ヵ月後，10種類のガ
ラスの作出方法が新たに解明されたが，ガラス不足の抜本的解決には至らなかった。諮問委員会
はあらためてイギリス科学会（British　Science　Guild）に光学ガラス供給に関する調査を依頼
したものの，その報告はあまりにも楽観的な内容であった。その骨子は，戦争によるドイツ製品
の輸入途絶によってイギリス国産ガラス製造が発展するという単純な結論であり，誰がどのよう
に開発，増産するのかといった詳細については触れられていなかった。たしかにドイツ製品が輸
入されない空白期間に研究が進展すれば新種ガラスの開発が可能になるかもしれない。しかし，
戦局の進展とともに必要とされるガラス需要は，質・量ともに関係者の想像をはるかに超えて増
加していった。
　軍需省が創設されると，光学ガラスと機器生産の促進を目的に技術顧問としてチェシャー
（Cheshire，　F．　J．）が，また代表としてエスルモント（Esslemont，　A．　S．）が抜擢され，1915年5
月には，「光学兵器およびガラス製品局」（Optical　Munitions　and　Glassware　Department：以
下，OMGDと略記）が新たに創設された。同局は，①技術，②契約，③統計，④総務，⑤企業
監督（後に追加）の計5つの部署を有し，光学ガラスならびに光学兵器（機器）の製造と供給，
表1　光学機器製造業への統制をめぐる省内議論の推移（1915年）
7月27日
軍需省は光学機器生産に関与する190社から約20社を選定し，機器生産の独占契約と直接
ﾇ理を目的とした監督企業指定を計画。特に7社（Barr＆Stroud　Ltd．，　Cambridge　Scien－
狽奄?奄メ@Instrument　Co．，　Heath＆Co．，　Ross　Ltd．，　Troughton＆Sims，　Carl　Zeiss，　London，
booke）に注目。
8月9日 重要7社への監督勧告に対し，Ross　Ltd．は強い拒否，他社は黙認。
8月14日再調査の結果，7社中5社が監督に対し難色。
8月19日軍需省が望めば変更するとの条件を付し，光学産業をひとまず監督から除外。
出典：National　Archives，　Kew（以下，　NA　Kewと略記），　MUN　4／55より作成。
（38）　NA　Kew，　MUN　5／209／1901／1．
（39）同社に関しては，Cattermole，　M．　J．　G．　and　A．　F．　Wolfe，　op．　cit．を参照。
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そして監督企業への原材料，労働者配分を管理する機能を有していた。
　OMGDは発足と同時に光学産業への監督を企図したものの，機器製造業者らには監督に対し
て否定的な態度が見られた。その理由として，機器製造業者の規模が小さく調整が困難であるこ
とや戦時に拡張した生産基盤の戦後補償を軍需省が明確にしないことへの不安，そして何よりも
監督下企業に対する利潤の制限が盛り込まれていたことが挙げられる。
　とくに企業利潤の制限は，監督の際の中心的課題として考えられており，超過利潤課税（ex－
cess　profit　duty）として軍需品法によって規定され，戦前2年間の平均利益を超過した額の80
％が徴収された。戦前の収益が著しく低い光学機器製造業者にとってこの課税は大きな足かせで
あり，戦争協力へのモチベーションを著しく妨げる恐れがあった。実際，機器製造業者への超過
利潤課税の適用について，OMGDでは以下のように指摘している。
「光学機器製造業者は，現在はともかくも過去（戦前）において正当な収益をあげてこなかっ
た。なかでも数社の業績は非常に悪かった。にもかかわらず，彼らはわずかな従業員でどう
にか工場を切り盛りし，今や政府に多大なる貢献をしている。超過利潤課税は相対的に高い
レベルの戦時利益の獲得を制限しており不当である点は見られないが，光学機器製造業者に
対する課税は彼らが結果的に何ら実質的報酬を得られないことになってしまう」（カッコ内
注引用者）（4°）。
　以上のような理由によって，1915年8月，軍需省は光学機器製造への直接管理をひとまず白
紙に戻すことを各社に告知した（41）。
　しかし，ガラスをはじめとする原材料の洞渇は深刻な状況に陥りつつあった。したがって軍需
省は物資の管理と配給制限の開始を宣言せねばならず（42），このような軍需省の動きに対して機
器製造業者は自社の経営存続のため物資獲得を有利に進あるべく，監督に対して態度を軟化させ
ていった。
　1915年冬にかけてB＆S社，カール・ツァイス，ロンドン（Carl　Zeiss，　London），ニュート
ン＆ライト（Newton＆Wright），ロス（Ross　Ltd．）など中心的な製造業者が監督下に入るの
を皮切りに，1916年5月までに主要な光学機器製造業者が続々と監督下に入り，ようやく統制
の足並みがそろった（表2）。とはいえ，時すでに大戦勃発から2年近い月日が経過していたの
である。以後，軍需省は各企業と協定を結び，生産能力の拡充に当たることとなる。
　なお，光学機器の増産を円滑に進めるための施策の一つとしてネジの標準化も取り組まれた。
従来，海軍工廠と製造業者は使用していたネジの大きさもピッチも異なっており（さらに製造業
者間や各種機器間でも異なる），急速な生産拡大が求められた際の隆路となっていた。そこでネ
（40）　NA　Kew，　MUN　4／55．
（41）　　Ibid．
（42）　Macleod，　R．　and　K．　Macleod，　op．　cit．
企　　　　業　　　　名 製　造　機　器
Barr＆Stroud　Ltd． 軍用光学機器
Carl　Zeiss，　London 光学機器
Newton＆Wright 光学機器
Ross　Ltd． 光学部品・機器
Heath＆Co．，　Ltd． 航海用機器
R．＆J．Beck，　Ltd． 光学機器
Aitchison＆Co．，　Ltd． 眼鏡，光学機器
E．R，　Watts＆Son 光学・科学実験用機器
Negretti＆Zambra 科学実験用機器
Hall　Bros， 測量機器
Francis　Barker＆Son　Ltd．科学実験用機器
Charles　Baker 眼鏡，光学機器
Troughton＆Simms 眼鏡光学機器
J．＆R．Fleming 眼鏡，光学機器商
W．Ottway＆Co．　Ltd． 眼鏡，光学機器商
W．Watson＆Sons，　Ltd． 眼鏡，光学機器
Cambridge　Scientific　Instrument　Co．，　Ltd．科学実験用機器
A．Kershaw＆Sons，　Ltd． 科学実験用機器
Taylor，　Taylor＆Hobson科学実験用機器
W．F．　Stanley＆Co．，　Ltd． 科学実験用機器
CF，　Casella 軍用光学機器
J．H．　Dallmeyer 光学機器
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　　　　　　表2　監督企業リスト（1916年5月）　　　　　　　ジ標準化に関する委員会はアン
　　　　　　　　 　 　　　　　　　　　　　 　　　　ケートを各製造業者に送り，統
　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一的な規格策定の基礎資料を作
　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　成している。しかし，ネジが規
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　格化された場合，従来の組立作
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　業が煩雑になる，もしくは製品
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の強度に不安があるといった製
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　造業者の不満が記されており，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　規格化への抵抗が強かったこと
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　がうかがえる（43）。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　また単眼鏡や望遠鏡などの光
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　学部品も各社がばらばらに大き
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　さや屈折率の異なるレンズを製
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　造せずに，規格化することで機
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　器組立の手間を軽減する試みも
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　なされている。しかし，いずれ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　もどこまで現実化し，どれほど
　　　　　　　 　　　　　　　 　　　　　　　 　　　　　　の効果があったのか断定するこ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　とは難しいo
　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　このように大戦中に取組まれ
　　　 　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　た新たな施策は多岐に渡り，す
　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　べてを明らかにすることはでき
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ないが，大別して，科学技術の
　出典：NA　Kew，　MUN　4／55；・Williams・・M・・E・，　‘Technical　lnnovation：Ex・　産業利用，生産規模拡充に対す
　　　amples　Instruments　Industry；in　Liebenau，　J．　ed．，　The　Chαttenge
　　　Of　New　Techn・t・gy：Inn・vation　in　British　Bltsiness　since　1850，　る資金援助，工作機械の自動化
　　　Aldershot，ユ988より作成。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　や作業場の電化，女性労働力の
導入（熟練工への依存軽減）等が挙げられる。だが，これらの試みが，大戦後の製造業に積極的
に引き継がれたとは言いがたい。
②　光学ガラス生産の発展
　機器製造業者への監督が一旦白紙となった理由は，基本素材であった光学ガラス生産の改善を
軍需省が優先させたためであろう。先述のように，第一次世界大戦前，イギリスは国内で利用す
（43）　NA　Kew，　BT　101／801．ネジ標準化は1920年代にもDSIRの下で取り組まれている（NA　Kew，　DSIR
　36／3963）。
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　　　　　　　　　　写真l　l913年のB＆S社組立工場の様子
野戦用短基線長測距儀（field　rangefinder）の組立作業中であり，フィッターをはじ
めとする熟練工が数多く作業に従事していた部門である。多数の金属製円筒は測躁儀で
あり，手前の作業台にはヤスリや冶具が確認できる。電灯が数多く見られ，L場内電化
が進んでいたことが分かる（Moss，　M．　and　I．　Russell，　Rαnge　and　Vision　：The　First
Hun（1red｝Jeαrs（～f　Ba　rr　and　Stroud，　Edinburgh，1988，　p．70）。
　　　　　　　　　　　写真2　大戦中のB＆S社工場の写真
同社では戦争の開始に伴う増産への対応として，熟練を必要としない工程において女性
労働力が多用された。バー教授が開発した工作機械を用いて距離計用の目盛り入れ作業
に従事lPである（Moss，　M．　and　I．　Russel1，0p．　cit，，　p．76）。
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る光学ガラスのほとんどを輸入に依存しており，戦争の開始とともにガラス不足は深刻な状況に
陥った。唯一チャンス・ブラザーズ社（Chance　Brothers）が光学ガラスを生産していたが，量
も種類も著しく少なかった。とくにガラスの種類が少ないことは新たな機器向けの光学設計を大
きく制約し，戦争遂行を妨げる恐れがあった。
　政府は光学ガラス不足への対応として，当初は国内のガラス製造業者にガラス工場を新設させ
ることを企図したものの，費用の点から民間企業が独自に工場を設立することは不可能であると
判断し，国家助成による工場の設立（State－aded　Factory）を最善のプランとし，チャンス社
との交渉を開始した。
　軍需省はチャンス社との協定を，「陸海軍省と民間企業，すなわち政府と産業間の限定された
範囲での協同活動」（44）ととらえ，一刻も早く光学ガラス供給を増大させることを望んだ。そして，
チャンス社のガラス生産が軌道に乗るまでは，同盟国フランスからの輸入や（45），スイスを通じ
てドイツ製光学機器とイギリス帝国圏内の生ゴムとの交換を計画するなど（46），様々な対応策を
講じたのである。
　ところで，軍需省の介入以前，1915年の6月までに，チャンス社の工場拡張・機械に対する
資金援助について，陸軍省はチャンス社と話し合いを進めていた。にもかかわらず，効果的な対
策はとれず，陸軍省はガラス生産において効率的な産業動員に完全に失敗していた。
　1915年6月，軍需省が創設された直後，OMGDのエスルモントはチャンス社に光学ガラスを
年産120，0001bsにまで増産するように要請している。これに対し，チャンス社代表ストバート
（Stbart，　H．　J．）は，政府の要求する生産量が膨大なものであり非現実的であると難色を示した。
チャンス社は，開戦当初に年産約12，0001bsの光学ガラスを生産するにとどまり，その規模も小
さかった。平時の10倍の生産量を要求されたストバートが難色を示したのは当然の対応であっ
ただろう。
　だが，まもなくストバートは政府計画を受け入れる代わりに，生産コストの1／3を政府が補
填すること，加えてチャンス社に独占的に価格決定権を認めるよう政府に申し出た㈹。政府の
力を借りて成長を企むチャンス社の意図が垣間見れるが，機器製造業者が軍需省による監督に抵
（44）　NA　Kew，　MUN　5／209／1901／1．
（45）　チャンス社はガラス増産のため生産設備の拡充に努めていたが，ガラス溶融用増渦の乾燥工程は当時
　　の技術では約半年を要するため（複数回利用はできない），もし失敗するとガラス生産の大幅な遅延を
　意味していた（増塙は冷却ののち破壊されてガラスブロックが取り出される）。したがって，光学ガラ
　　スが枯渇した1915年秋にフランスから円滑にガラスを輸入することは，イギリスの光学機器製造，言
　　い換えれば戦争遂行にとって重大事であった。一方で，フランス政府はB＆S社製レンジファインダー
　　に匹敵する自国製機器を欠いていたため，フランス製光学ガラスの対英輸出の条件として，B＆S社製
　　レンジファインダーの対仏輸出を見返りに申し出ていた。大戦中，B＆S社製レンジファインダーは
　　16，000台を英陸軍省に，3，300台をフランスに納入している（NA　Kew，　MUN　5／42／203．72／1）。　B＆S
　社の相対的独自性はこのような背景によって築かれたのである。
（46）　NA　Kew，　MUN　4／1715．大戦中スイスを通じてツァイス社製品が販売されたものの，イギリスのこ
　　の計画が実施されたかは不明である。
（47）　Macleod，　R．　and　K．　Macleod，　op．　cit．，　pp．　173－175．
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■ドイッからの輸入
［1イギリス国内生産
出典：NA　Kew，　MUN　5／390／1930／1より作成。
注：1918年は4ヶ月分（1～4月）。
　　図1イギリスで利用される光学ガラス（単位：1bs）
抗し，本格的な統制が遅延したのに対して，製造業者が少なかったためであろうか，光学ガラス
生産への監督は迅速に進められ，また製造業者の抵抗もさほど大きくなかった。
　さて，チャンス社と軍需省の交渉の結果，チャンス社の要求は協定にて次のように妥結し，以
後10年間有効とされた。中心部分を以下に示そう。
「（政府は）必要十分な性能を有する製品の生産のため，チャンス社に補助金を交付する。同
社は自国の機器製造業者が必要とする様々な素材を生産すること。また国益にとって最大限
有用となるよう，政府は科学者や監督官を派遣する。チャンス社は必要とされる様々な素材
を備蓄するよう最大限その能力を発揮すること。チャンス社は平時において同工場を私的に
利用する権利を有するが，政府に指定された備蓄量を常に維持し，政府が行う3ヶ月前の予
告で生産量を最小にするよう取り組むこと。工場は完全に企業の所有物であるが，政府が助
成した総額の半分以上を利用しつつも，企業が義務の遂行に失敗した場合，企業は既に使用
した全額を政府に返還せねばならない。またチャンス社は政府が助成した工場で生産した素
材の販売額から5％を政府に支払わねばならない。企業が以上の義務を果たす限り，政府は
以下を保障する。政府諸部門が購入する機器には独占的にイギリス製光学ガラスを使用する。
しかし，これは，政府諸部門によるガラス購入を特定の製造業者に限定することを企図する
ものではない。イギリス製光学ガラスの使用を明記するのみである」（下線部，カッコ内注
引用者）（4B）。
チャンス社はひとまず1916年までに月産8，5001bsが可能となる工場の拡張，機器導入を完了
（48）　NA　Kew，　MUN　5／209／1901／1．
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することに同意した。総費用はおよそ40，000ポンドと見積もられ，全額を軍需省が負担した。
　話は前後するが，大戦の開始にともない，チャンス社はすでに生産能力の拡充を独自に進めて
おり，1915年の11月には年産70，000　lbs（月産約6，0001bs）のガラス生産が可能であると予想
されていた。
　しかし，需要量は同社の予想をはるかに超えていた。1915年7月13日におけるOMGDの報
告書によると，「チャンス社による光学ガラス生産は年産50，0001bsに増加し，フランスからの
輸入量70，0001bs（一年当たり）を加えると，現在120，0001bsを機器製造に利用可能である。だ
が，すでに光学機器製造業者と契約している機器に必要な光学ガラスは250，0001bsにのぼり，
現在の生産量では対応できない」（49）と，とどまる事のない機器需要にOMGDが翻弄されている
様子が伺える。これにともない，OMGDは1916年4月，当初予想していた光学ガラスの必要量
が少なすぎたとして，チャンスとの契約を月産14，2001bs（年産約170，000　lbs）にまで引き上げ
るよう通告した。
　予想以上に機器需要が増加した背景には，戦線の拡大はもとより同盟国への機器供与をイギリ
スが負担したこと，そしてその後の新兵器登場によるものであった。第一次世界大戦では，潜水
艦，航空機，飛行船といった新兵器が利用され，それぞれにペリスコープ（潜望鏡），航空機器
や高度計が必要とされたのである（さらに新兵器に対抗する対空兵器用機器も必要である）。
　ところで，ドイツ軍による飛行船の利用は，イギリスの光学ガラス生産にも新たな局面を迎え
させることとなった。チャンス社の工場がドイツの飛行船の航続範囲に入ったからである。
　軍需省はチャンス社を中心に進めてきた光学ガラス生産の一極集中をあらため，生産を分散す
ることを企図し，新たにダービー製作所（Derby　Crown　Glass　Company　Co．，　Ltd．）（5°）と光学
ガラス生産の協定を1917年に結んだ。以後，ダービー製作所は同省の資金援助とチャンス社の
技術援助を受けつつ光学ガラス生産に従事することとなった（5’）。この協定では，イギリス国内
の光学機器製造業者に廉価でガラスを販売すること，戦争終結後も1年にわたり月産1，0001bs
の生産量を維持すること，そして年間5，0001bsを常時備蓄しておくこと，戦後にガラスを輸出
する際は監督省庁の許可を得ることといったチャンス社の協定とほぼ同様の事項が盛り込まれて
いた（52）。
　チャンス，ダービーの2社に加えて，第一次世界大戦中，光学ガラス生産に参入した企業とし
て，軍需省の監督下にあった光学機器製造業者B＆S社が挙げられる。B＆S社は1915年7月
（49）　NA　Kew，　MUN　5／42／203．72／1．
（50）ダービーガラス製作所はバーンズリー（Barnsley）のウッド社（Wood　Brothers　Glass　Co．，　Ltd．）
　　によって設立された子会社である。
（51）　ダービーの詳細は，“An　English　Optical　Glass　Factory，”The　PotteT　y　Oazette　and　Glass　Trade
　Review，　March　1，1921，　NA　Kew，　ADM　116／3458を参照。
（52）Secretary　of　State　for　War，　the　Admiralty，　and　the　Minister　of　Munitions　with　Wood　Brothers
　Glass　Company　Limited　and　The　Derby　Crown　Glass　Company，　Limited，　Agreement　for　the
　Manufacture　and　Supply　of　Optical　Glass，　NA　Kew，　T　161／546／109166．
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に購入したプリズムが不良品であり　　　　　　　表3B＆S社のガラス生産能力　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：lbs）
レンジファインダー製造が停滞した
ことや㈹，外注した部品の精度に
ついて戦前から不満があり，光学ガ
ラスならびにレンズ・プリズムなど
光学部品の内製を常々望んでいた。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　出典：Barr’s　Notes，　GUBRC，　UGD　295／26／2／43より作成。
ただし，同社は軍需省によって光学
1915年， 1916年
9月 10月 11月 12月1月
大　　塊 517 468 884 738 1，226
小　　塊 420 380 180 450 530
合　計 937 848 1，064 1，188 1，756
「機器」製造業者として区分されていたため，光学ガラス研究への政府補助金の交付対象外とさ
れていた。このような逆境にもかかわらず，バー教授はみずからガラス研究に着手した結果，
1915年秋までに光学ガラス工場を設立し，小規模ながらも自社製品・実験用として光学ガラス
生産を開始している（54）。B＆S社は部品加工から素材生産の内製化を経て，すなわち光学ガラス
の社内生産の達成をもって，ガラスから機器までの一貫生産が可能な大英帝国唯一の光学機器製
造業者となったのである。
　以上，チャンス社，ダービー製作所を中心に，大戦終結までに飛躍的に光学ガラス生産能力は
高められ，戦前わずかに11種類しか製造できなかった光学ガラスは終戦時に74種類にまで増加
し，生産量も大戦直前の90倍にまで増加したのである（55）。
　ところで，軍需省の機能した期間はわずか3年と短かったものの，企業からすれば軍需品法に
よって利潤が制限されただけでなく，戦後補償も無いまま生産能力を拡充させられたため，産業
界からは二度と同省の存続や復活を望む声は無かった。ただし，軍需省の活動は生産効率化，女
性労働力の利用など革新的な取り組みにとどまらず，脆弱なイギリス産業を保護する必要性を政
府に喚起させたことから，政府による産業への介入の起点として部分的とはいえ肯定的な評価も
されている㈹。
（3＞産・官による技術開発
　イギリスにおける本格的な技術開発と産業への利用は，第一次世界大戦に端を発し1960年代
まで軍事技術に特化していたと指摘されるように（57），大戦中の技術力の向上や生産能力の拡充
は，各種研究機関との連繋によって達成された。たとえば民間で開発された技術を運用するため
に新たに設立されたBIR（Board　of　Inventions　Research：発明研究局）は，対潜水艦用機器
（53）NA　Kew，　MUN　4／1715．注（43）にて述べたように，1915年夏から秋にかけて，フランス製光学ガラ
　　スを輸入するためにB＆S社のレンジファインダー生産が停滞する事態を避けねばならなかった。
（54）　GUBRC，　UGD　295／26／2／43，　Barr’s　Note，　GUBRC，　UGD　295／26／2／43．
（55）NA　Kew，　MUN　5／390／1930／1，資料によっては75種類の記載もある（“An　English　Optical　Glass
　Factory，”The　Pottery　Gαzette　and　Glass　Trade　Reviezv，　March　1，1921，　p．3，　NA　Kew，　ADM　l　l6／34
　58）。
（56）Wrigley，　C．，“The　Ministry　of　Munitions：an　lnnovatory　Department，”in　Burk，　K．　ed．，　War　and
　the　State：The　Transfor7nαtion　of　British　Government，1914－1919，　London，1982．
（57）　Edgerton，　op．　cit．，　p．37．
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ASDIC（アスディック：ソナーのこと）を開発している（58）。当然のことながら，軍需省の監督
下，製造業者の自助努力だけで技術開発が進展したわけではなかったのである（59）。
　このような産官学の連繋に際し，重要な役割を担ったのは教育省と商務院であり，より詳細に
言えば国立物理学研究所（National　Physical　Laboratory，以下，　NPLと略記），科学産業研究
局（Department　for　Scientific　Industrial　Research，以下，　DSIRと略記）（6°）と各種光学機器
製造業者によって構成されていた英国科学機器研究協会（British　Scientific　Instrument　Re－
search　Association，以下，　BSIRAと略記）の3者であった。
　以下，産官の取り組みを機器製造業者の組織化とともにまとめておこう。
　1916年4月，光学機器製造業者を中心に英国光学機器製造業者協会（British　Optical　lnstru－
ment　Makers　Association，以下，　BOIMAと略記）が設立された。同協会は，会員企業と光学
産業全般の商工業利害の組織化，推進，保護を目的としており，軍需省と各光学機器製造業者の
連絡機関として機能しただけでなく，技術教育，徒弟制，労使関係等，製造に関連する諸々の問
題の処理，改善も目標としていた。同協会に加入する条件として，3年以上光学機器製造に従事
し，イギリス人の保有する企業もしくは株式の75％以上をイギリス人が保有していること，さ
らに会員の2／3以上の賛成を得ること，入会金10ポンドと年額5ポンドの会費を支払うことが
決められていた㈹。
　ところで，研究開発の促進とその成果の産業への有効利用のため，1915年7月には科学産業
研究局（DSIR）がすでに発足しており，同局による各種研究協会の振興が目標とされた。
　DSIRは発足と同時に国立物理学研究所（NPL）を管轄下におき，従来同研究所で取り組まれ
ていた各種プロジェクトを引き継いだ。NPLでは戦前よりすでに光学ガラス・機器の性能・精
度の認定や標準化に取り組んでおり，信頼できる第三者機関として製造業者に利用されていた。
たとえば，同機関の認定証を得ることが機器精度の保証となり，軍への納入検査対策にも，また
製品の信頼感の上昇やイメージの向上にも繋がっていたのである。
　ところで，機器製造業者の生産能力や技術力向上のためには，彼らが自由に各種研究成果を享
受できる一種の特許プールとも呼べる光学分野の共同研究開発センターが早期に設立される必要
があった。製造業者らの規模は小さく，研究・開発に投じる資金も高等教育との連携も無かった
からである。
　BOIMAはDSIRの発足に伴い，自分たちの団体がDSIRの管轄下におかれる研究協会に自動
（58）Macleod，　R，　and　K．　Andrews，“Scientific　Advice　in　the　War　at　Sea　1915－1917：the　Board　of　Inno－
　vation　and　Research，”Journal　of　Contempora7　y　History，　Vo1．6，　No．2，1971；Hackmann，　W．，　Seele　＆
　Strike，　Science　Museum，1984）。なお，同局の議長は，大戦中チャーチルと決別し第一線から退いた
　　イギリス海軍近代化の父フィッシャーであった（CAC　FISR力タログ序文）。
（59）　チャンス社は光学ガラスの研究開発を自らの力で成し遂げたかのように記しているが，マクロードは
　　その点に対して懐疑的である。
（60）　Macleod，　R．　and　K．　Andrews，　op．　cit．，1970を参照。
（61）Williams，のo鉱，　pp．85－86（永平他，前掲訳書，　pp．　ll7－118）．
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的に移行されると目論んでいた。つまり，BOIMAが研究協会の認定を得ることで，多額の補助
金が交付されると考えていたのである。しかし，DSIRとの交渉は容易に進まなかった。
　光学機器製造業者側には，あらたに研究協会を設立するにしても，また従来どおり協会を維持
するにしても，協会運営費への支出を課税対象としないこと（課税対象外となれば協会員の供出
する基金の増額が見込まれ，政府の補助金額を減らすことができるという体の良い論法であった）
や，政府の干渉が強化されることは敬遠したいという希望があった。一方で，政府は補助金が適
切に使用されるよう保証され，かつ確認することは当然の権利であり，DSIR他陸海軍などの代
表者と製造業者側が参加する会議を定期的に開くことを製造業者に要請していた。
　結局，DSIRはBOIMAをそのまま研究協会に格上げすることはせずに，1918年夏に新たに
英国科学機器研究協会（BSIRA）を設立することにした。新設されたBSIRAにはBOIMAの
中心メンバーをはじめ，ベック（R．＆J．Beck，　Ltd．），ケンブリッジ科学機器製造会社（Cam－
bridge　Scientific　Instrument　Co．，　Ltd．），ハワード・グラブ（Howard　Grubb，グラブ個人も
しくはGrubb＆Sons社），アダム・ヒルガー社（Adam　Hilger），テイラー・テイラー＆ホブ
スン社（Taylor，　Taylor，＆Hobson），　E．　R．ワッツ＆サン社（E．　R．　Watts＆Son），　W．ワト
ソン＆サン社（W．Watson＆Sons，　Ltd．）など軍需省の監督下にある主だった機器・光学部品
の製造業者が参加している。
　しかし，大戦終結後，20年代初めに急速に軍需が減少したことによって経営が存続できない
製造業者が増加し，早くも6社がBSIRAから退会してしまった。ただし，協会が進めていたガ
ラス研磨剤の改良に関する研究成果はアダム・ヒルガーをはじめ他社にも高く評価されており，
BSIRAは研究開発機関としての役割をようやく果たし始めた。
　1921年，BSIRAは管理者であるハーバート・ジャクソン以下，研究員6名，実験室職員3名
を中心に光学分野を離象として研究を本格的に開始した。BSIRAがDSIRの研究協会であると
いうことは補助金が交付されることを意味していたものの，補助金は永続かつ安定的に支給され
たわけではなく，BSIRAは運営資金の確保という問題に常に苦慮していた。結果としてBSIRA
加盟製造業者が供出する基金の増額を条件として，補助金交付の延長が政府に認められることと
なり，さらなる脱会者の増加は食い止められた。その後，光学機器製造業者らに加えて電気機器
とX線装置製造業者の11社も加盟し，1925年には合計参加数29社にまでBSIRAの規模は拡
大した。
　資金以外でBSIRAを悩ませていた問題は，創設以来B＆S社が同協会への参加を拒んでいた
ことであった。BSIRAは常にB＆S社に参加を求めていたものの，自社の技術開発能力で事足
りるとして固辞されてきたのである（他社に技術を使われたくなかったことがB＆S社参加拒
否の主たる理由である）。協会はイギリス国内の主導的な機器製造業者が非会員である状況を避
けたかったであろうし，会費納入が可能な製造業者を数多く確保したかったであろう（62）。
（62）Ibid．，　pp．81－89，123－139，154－163（永平他，前掲訳書，　pp．113－123，166－186，206－217）．
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　一方，DSIRも1920年代末から30年代初頭にかけてB＆S社に対してBSIRAへの参加を要
請していた。だが，開業以来経営を取り仕切ってきた重鎮であるバー教授と取締役ジャクソンが
相次いで亡くなったという事情も作用したのだろうか，交渉は良い結果を生まなかったようだ。
なお，B＆S社がBSIRAに正式に加盟するのは1933年のことであり，翌34年にはさらに3社
が加盟し，36年までに加盟合計数25社にまで増加した〔63）。
（4）技術教育への取り組み
　ところで，光学機器・ガラスの質・量の向上を担う人材の育成はどのように進められたのであ
ろうか（64）。
　戦争の進展とともに兵役に取られる学生や研究者は増加し，研究・開発に支障をきたす恐れが
出た。研究を担う人材開発の必要性は日ごと高まり，教育省，ロンドン大学・インペリアル・カ
レッジ，ノーザンプトン工科大学（以下，NPIと略記），ロンドン州議会が中心となって1915
年から18年にかけて産業界の求める人材を育てることを目標とした技術教育改革が進められて
いく。
　具体的には上記の大学を中心とした新たな研究開発部門と光学系専門学科の設立であった。し
かし，予算の確保，講師の選定，研究所の設置，カリキュラムの作成などを終え，本格的始動を
目前にして第一次世界大戦は終結してしまった。
　設立当初より暗雲が垂れこめていたインペリアル・カレッジ技術光学科は，大戦後に学生数と
予算の減少を続け，早々に独立学科としての存続が危ぶまれることとなる。光学科は改革のため
に産業界から助言を求め，その一人であったB＆S社のフレンチ（French，　J．）は，大学での光
学専門家養成よりも，むしろ一般的科学教育を受けた人材を企業が採用し，彼らに実際の作業を
通じて訓練を施すことが有効であると主張した。これらの活動は結局のところ功を奏さず，1922
年4月に技術光学科は独立学科から物理学科の大学院向けの専門分野として吸収されてしまった。
以後，インペリアル・カレッジの同科は光学諸企業のための人材供給よりも学術的な光学研究が
主たる活動となり産学の橋渡し役という目標から離れていった。
　一方で，NPIでは昼夜開講にて労働者に技術教育を行うという戦時計画を大戦後も踏襲して
いた（65）。しかし，1920年代には製造業者らに求められた人材と提供されていた講義内容にはズ
レが生じていた。また，その人材需要すら戦間期には減少の一途をたどっていった。このように，
イギリスでの光学技術教育は開始早々から暗礁に乗り上げてしまったのである。
　以上，イギリス光学産業史上初の産官学連繋の試みと機器製造業者の組織化，技術教育の経緯
（63）Ibid．，　pp．169－179（永平他，前掲訳書，　pp．224－235）．
（64）世紀末から世紀転換期におけるイギリスの技術教育・研究については，Cardwell，　D．　S，　L，　The
　Orgαnisation　of　Science　in　England，　London，1972（宮下晋吉・和田武編訳訳『科学の社会史：イギリ
　　スにおける科学の組織化』昭和堂，1989年）を参照。
（65）Ibid．，　pp．　89－100，136－139（永平他，前掲訳書，　pp．123－136，181－186）．光学技術教育に対する製造
　　業者の考え方，インペリアル・カレッジとNPIの役割区分についても上記参照箇所は有益である。
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を紹介してきた。しかし，肝心の機器需要はどのような状況にあったのだろうか。イギリス政府
はすすんで国内製造業者のガラスや機器を購入したのであろうか㈹。
4　戦間期における産業構造の変化
（1）産業保護法の導入
　第一次世界大戦を経て，イギリスにおける光学ガラス生産はチャンス，ダービー，B＆Sの3
社に増加した。だが，B＆S社による光学ガラス生産は自社製品向けであり，しかも実験的取り
組みであったことから，ダービー製作所とチャンス社の2社による寡占的な光学ガラス生産が可
能となったと考えられよう。では，両社の生産基盤は戦間期にどのように変化したのであろうか。
　第一次世界大戦が終結すると，戦中の発注分を政府に一方的にキャンセルされる場合もあった
が，光学機器に関してはそのまま製造が続けられたため，製造業者らは，1919年内は需要の急
速な減少に苦しむことは無かった。だが，ワシントン軍縮会議（1921年）以後，世界規模で軍
備縮小が本格化し，さらに余剰光学機器が市場に流入するという悪条件が重なり続ける。
　イギリス光学産業にとって最も危惧すべき事態は，低賃金と外貨の減価を背景としたドイツ光
学製品の輸入が再開されることであった。このようにイギリス光学産業を取り巻く状況は，戦間
期に一段と厳しさを増していた。したがって，「政府諸部門が購入する機器には独占的にイギリ
ス製光学ガラスを使用する」とかつて明言された政府とチャンス社の協定は，光学機器需要その
ものが無かった以上，何ら意味をなさなかったのである。
　ところで，光学産業をはじめとするキーインダストリーをどのように保護するのかという問題
については，関係省庁にて大戦中から議論が続けられていた。この議論におけるキーインダスト
リーの範疇とは，戦時に必要不可欠となった物資，戦前の供給力が不足していた産業，戦中に政
府の保護や援助が必要となった産業（保護が無いと生産を維持できない産業）であり，具体的に
は化学用品，染料，薬品，電流計，測定器，無線電信用真空管，針，タングステンであり，戦前，
ドイツに依存していた光学産業はこの好例であった。
　そして，キーインダストリーを巡る一連の議論は，ひとまず1921年の産業保護法（Safe－
guarding　of　Industries　Act）（67）に帰結する。同法では，光学ガラスや機器をはじめとする政府
が指定した産業分野の国内製造業者を保護するため，輸入品に対して33．1／3％（≒33．3％）の従
価関税を課した（68）。当然のことながら，同法の狙いはダンピングされたドイツ製品の流入を食
（66）写真産業のR＆Dついては，Edgerton，　D．　E．　H．，“Industrial　Research　in　the　British　Photographic
　Industry，1879－1939，”in　Liebenau，　J．　ed．，　The　Challenge　of　NeωTechnology　：Innovation　in　British
　Business　since　1850，　Aldershot，1988を参照。
（67）　Committee　on　Industry　and　Trade，　Factors　in　Industrial　and　Commerce　Efficiency，1927，　pp．
　435－437．同法は1921年10月1日より施行され，1926年さらに課税対象品目を増加した。
（68）Ibid．イギリスの保護主義的な動向は日本においても注目されており，詳細が各紙で取り上げられて
　　いる（一例としては「英国枢要工業保護」『大阪毎日新聞』1919年，8月27日）。
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い止めることにあったが，その効果は5年後の委員会にて以下のように報告されている。
「セーフガード関税は決して（光学産業の）発展を阻害することはなかった。（中略）だが，
現在の課税は様々な点で疑問があり，委員会としては現状の33．1／3％（≒33．3）から50％へ
の増加と，光学機器を構成するすべての部品を課税対象にすることを推奨する」（カッコ内
注および中略引用者）㈹。
　産業保護法（1921年）では，機器部品を輸入した場合，全部品が課税対象とはならなかった。
このような抜け穴を知ってか，部品を輸入しイギリス国内で組み立てることによって課税から逃
れる者が続出したのである。以上の問題点を踏まえて，産業保護法改正（1926年8月19日）に
て新たに光学機器の構成部品全てが33．1／3％の課税対象となり，のちに税率は50％に上昇し，
同法の施行期間も10年間（1936年まで）延長された。
　さらに先述の委員会での産業保護法に関する報告では，光学産業に従事する熟練工数が戦前レ
ベルの約6割にまで減少しており，その減少が現在も持続していると指摘されている。報告では
その要因として自動機器の導入が進んでいるためとことわりながらも，熟練工数の減少が職工養
成を停滞させ，有事の際に生産能力の急速な拡張が遅延する恐れがあるとの警鐘を鳴らした㈹。
　先にも触れたが，第一次世界大戦時における女性労働力の利用は，あくまでも大量需要への対
応としての試みであり，例えばB＆S社では，金属加工・組み立て・調整や高度光学機器の製
造には熟練工の存在が不可欠であり，女性労働力が全工程の作業を代替したわけではなかったの
である。
　以上，光学産業の保護政策はけっして効果的と言えるものではなかった。すでに述べたように，
光学産業の特質は僅少な需要であった。ではこの需要をいかにして増大させるのかという問題は，
すべて個別企業の自助努力に委ねられたのである。政府が戦間期に執った施策は，高関税で海外
からの輸入を抑えればイギリス光学産業を保護できるという安易かつ短絡的な発想に基づいたも
のであり，育成策を欠いたものであった（Tl）。なお，産業保護法は，国内製造基盤が脆弱であっ
た軍需品分野（キーインダストリー）を対象とした特殊限定的な施策であったと考えるべきであ
ろう。
②　戦間期における市場構造
　軍縮下，従来の大口顧客であった海軍省，陸軍省らの大規模発注を得られぬまま，光学産業は
いかなる状況にあったのだろうか。
　首相の直下に設けられた帝国防衛委員会（Committee　of　Imperial　Defence：以下，　CIDと略
（69）　Ibid．，　pp．404－405．
（70）　Ibid．，　p．437．
（71）　Macleod，　R．　and　K．　Macleod，　op．　cit．，　p．170．
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記）では光学産業に関する報告が定期的に行われている。1933年には，帝国防衛委員会の下部
に設立された主要資材調達士官委員会（Principal　Supply　Officers　Committee：以下，　PSOC
と略記）にて，光学ガラスに関する報告書がまとめられている。
　すでに1931年に，海軍省は光学ガラス生産の危機的状況を懸念しており，防衛3省（海軍省・
陸軍省・航空省）で利用されている光学ガラスに関して調査を進めていた。これをもとに，「現
在ならびに将来必要とされる光学ガラスの質・量をいかにして国内生産で確保するか」というテー
マで，スミス（Smith，　F．）を中心とした小委員会が発足したのである。
　スミスの委員会では，「光学ガラス生産は非常に深刻な状況にあります。近い将来この産業は
崩壊する兆しがあり，我々は1914年のあの悲惨な状況に戻ることになります」と端的に記して
いる。その後，「委員会は光学ガラス生産の維持と研究開発の継続を確保する必要がある」と提案
し，同案は小委員会の承認を経たのち，1932年11月に帝国防衛委員会においても承認された（72）。
　このように，光学ガラス生産はイギリス最大の需要者である防衛3省（陸・海軍省，航空省）
からの大規模発注も無く存続の危機に瀕していたというのが実情であった。
　国内の光学機器製造業者も光学ガラスと同様の状況にあった。保護関税で守られていたイギリ
ス国内市場ですら維持できなかった機器製造業者が，海外市場でドイツ光学産業と対等に競争で
きるはずはなかった。とはいえ自助努力で新たに市場を獲得するほか製造業者の活路は無かった。
　1930年代に入ると海外市場を取り巻く状況はさらに悪化する。従来ドイツ製品が海外市場の
大部分を占めていたが，イギリスはわずかながらも後発工業国に対して輸出を続けていた。しか
し，これらの国は光学産業が国家の安全保障上重要であると認識しており，例えば日本やアメリ
カは大戦中に同盟国向けの光学機器生産の一部を担ったことで弾みをつけ，機器やガラスの国産
化を急速に推し進め，さらにその一部が輸出され始めたのである。したがって，イギリス製光学
機器の輸出市場はますます縮小せざるをえなかった。
　このような危機的状況から脱するため，大戦中に発足したBOIMA（英国光学機器製造業者協
会）は，1933年にヨーロッパ諸国の市場調査を行っている。そこで彼らが目の当たりにしたのは，
ドイツ企業の占有率の圧倒的な高さとその一方でのイギリス企業のシェアの小ささでしかなかっ
た。同協会会員にとって新た
　　　　　　　　　　　　　　　　　　表4　欧州6力国における光学機器市場占有率の比較
な市場獲得の可能性は，非常
に見通しの暗いものとして映っ
たことであろう（表4）㈹。
　さらに，輸出活動への規制
も大戦を前後して変化を遂げ　　出典：NA　Kew・BT／59／15より作成・
　　　　　　　　　　　　　　　　注：6力国とはノルウェイ，スウェーデン，デンマーク，フィンランド，オ
た。1920年代に入り，イギ　　　　ランダ，ベルギーである。
1929年 1930年 1931年
ドイ　ツ 891，700（66．5％） 951，800（68．0％） 932，200（69．0％）
イギリス 83，200（6．0％） 76，700（5．5％） 67，600（5．0％）
（72）　“Committee　of　Imperial　Defence，　Principle　Supply　Officers　Committee，　Ninth　Annual　Report，”
　　（August　1，1931－July　31，1932），　p．　11，　CAC，　WEIR／18／3．
（73）　大恐慌以後のドイツ製品の輸出については上林，前掲『経営研究』第96号を参照。
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リス海軍省はB＆S社による先端機器の輸出に対して規制を設けている。従来，放任されてい
た機器の輸出は技術漏えいが本格的に危惧されるようになったのである。対象はペリスコープを
はじめとする最先端軍用機器であり光学機器全体からすれば一部ではあるものの，戦間期に機器
製造業者の輸出活動は制限されていたのである㈹。
③　光学ガラス製造業者の再編
　では，個々の製造業者はいかにして軍需低迷の時代を乗り越えようとしたのだろうか。光学ガ
ラス製造業者と機器製造業者の動向をそれぞれ振り返ってみよう。
　チャンス社は軍需の減少を漫然と傍観していたわけではなかった。グラスファイバー，耐熱ガ
ラス，防音ガラス，絶縁ガラス，強化プラスティックなど各種新製品開発に成功し，市場を開拓
しつつあった。しかし，光学ガラスをはじめとする多様な製品すべての設備をチャンスー社で維
持することは不可能であった。
　このような状況を鑑みて，チャンス社取締役ウォルター・チャンス（Chance，　W．）は製品の整
理・集中を企図し，板ガラス生産ですでに成功していた業界大手のピルキントン社（Pilkington
Brothers）に株式の大部分を売却することを申し出ている（1936年）（75）。
　ピルキントン社はチャンス社の申し出を受け入れると同時に，チャンス社の新技術を活かして
グラスファイバー製造に特化したグラスファイバー社（Glass　Fiber　Ltd．：1938年）をあらたに
設立することで，以後，チャンス社は光学ガラスの開発と生産に専念することが可能となった。
　戦間期，多様なガラス需要を切り開いたのは航空機と自動車であった。自動車用窓ガラスには
歪みがないことに加えて強度が求められ，さらに衝撃による破損を防ぐべく，安全ガラス（合わ
せガラス）の開発が促されたのである。ピルキントン社の主たる製品は従来住居用のガラスであっ
たが，フォード社と共同で車両用板ガラスの大量生産に成功し，1920年代急速に成長を遂げる
ことに成功した㈹。
　各種ガラスの開発によって技術的な進歩が認められながらも，チャンス社は1920年代を通じ
て光学ガラス生産で毎年4～500ポンドの損失を計上し，けっして順風満帆とは言えなかった。
大戦直後には毎年1，000ポンドの損失を計上していた。
　このような悪条件の下でチャンスに光学ガラス生産を継続させた背景には2つの事情が考えら
れる。まず，第一次世界大戦中にチャンス社が軍需省と結んだ協定である。チャンス社は恒常的
に損失があっても政府に指定されたガラス備蓄量を維持するという文言を遵守し，またその協定
の年限は10年間とされていた。
（74）　拙稿，2005年を参照。
（75）Barker，　op．　cit．，　p．211．1900年代，ピルキントン社は既にイギリスにおける板ガラス生産の首位にあっ
　　た。板ガラスは家屋に利用されるため光学ガラスに比べて比較的安定した需要があったこと，また圧延
　成型技術の改良に成功したことがその背景として指摘されている。
（76）　Barker，（）p．　cit．，213．
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　もう一点の理由は，チャンス社の光学ガラス生産に対する自負である。軍需省の資本注入とチャ
ンス社の技術提供によって設立されたダービー製作所は，戦後，パーソンズ（Sir　Parsons，　C．）
によって継承された。この一件が，イギリスで唯一光学ガラス生産に従事してきたチャンス社の
自負，対抗意識を強め，損益を別にして同社に光学事業の継続を促す結果となったと考えられる
（そのつけが30年代半ばのピルキントン社への身売りであった）㈹。
　ところで，パーソンズは蒸気夕一ビンの研究・開発で名を博した技術者であった。彼はまず光
学機器製造業者ロス社（Ross　Ltd．）の経営権を確保したのち，望遠鏡製造業者であったハワー
ド・グラブズ製作所（Howard　Grubb’s　Telescopes　Works）を買い取り，先に触れた光学ガラ
ス製造工場ダービー製作所を1922年に買い取った。いずれも軍需減少のあおりを受けて経営難
に陥っていた機器製造業者であった。収益が見込まれない光学や機器製造分野に精力的に参入す
るパーソンズの狙いは，彼自身の知的好奇心や探究心の追求にあったようだ。
　パーソンズは自らが設計した天体用大型望遠鏡を製造するため，ハワード・グラブズ製作所を
セント・アルバンズ（St．　Albans）からニューカッスルに移転させ，さらに大型望遠鏡用レンズ
に用いる大ガラスブロックを製造するためにダービー製作所を購入したのである（78）。その結果，
ダービー製作所はパーソンズ光学ガラス会社（The　Parsons　Optical　Glass　Co．）と改称した。
　パーソンズの損失を厭わない研究が功を奏したのであろうか，実験を重ねた末，従来の増塙よ
りもガラス生産量を増加することに成功した。溶融したガラスから製品として利用できる良質な
ガラスブロックは一増塙あたり多くて50％，さらに好条件の際は60％にまで改良されたのであ
る。チャンス社の平均である約20～30％と比較すれば，パーソンズの成果は上出来であったと
言えよう。
　このような改良がダービー工場の製造コスト削減に役立っていたかどうかは残念ながらわから
ないが，少なくともイギリスでの光学ガラス生産に一定の進歩があったことは評価に値する。
　しかし，当然のことながらこのような趣味が高じて運営された企業の業績は芳しくなく，私財
40，000ポンドを投じながらも光学ガラス生産では20年代を通じて損失を重ねていた（図2，3）。
会社全体の損失額も1922～29年で合計およそ33，000ポンドに上っている。ただし，20年代後半
になると（1927～29年），クックやロス，ダルメイヤー，テイラー・テイラー＆ホブスン，レイ
など国内の主要な光学部品・機器製造業者約30社に対してパーソンズは光学ガラスを販売して
おり，さらにドイツのライツ社（E．Leitz）を含むアメリカ，日本，フランスなど海外8社にも
販売先を拡大しつつあった。自賛とは言え，ガラスの種類によっては品質がツァイスのイェナ製
と同等かそれ以上の均質性・透過性を達成したとも記されており，このようなパーソンズ社の様
子は同社の会計士プライスによって商務院に詳細な報告が送られている。
（77）　Report　by　lnstructor　Captain　T．　C．　Baker，　R，　N．，　on　the　position　of　Optical　Glass　Manufacture　in
　Great　Britain，　p．5，　NA　Kew，　T　l61／546／109166．チャンス社の経営権は1955年ピルキントン側に完
　全に移管され，Chance　Pilkington　Optical　Works（1957年）として再編成された。
（78）Williams，　op．　cit．，1994，　pp．110－112（永平他，前掲訳書，　pp．　149－152）．
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図2　パーソンズ（1日ダービー）社による光学ガラス販売量推移（1918～1929年）
8，000
6，000
4，000
2，000
??
卍
?
凹損失（£）
　0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　1921　　　　　　　1923　　　　　　　1925　　　　　　　1927　　　　　　　1929
　出典：Price，　Water　House＆Co．　to　The　President　of　the　Board　of　Trade，
　　　10th　April，1930，　p，2，　NA　Kew，　T　161／546／109166より作成。
図3　パーソンズ社の光学ガラス生産に伴う損失額推移（1921～1929年）
「生産方法のさらなる改良の結果，ダービー工場は近い将来自立（self－supporting）するだ
ろう。とはいえ，政府が戦中にダービーと結んだ協定の精神を遵守し，キーインダストリー
が一層強化されてはじめてイギリス国内での高品質な光学ガラス生産が継続可能となる。こ
の2点を考慮しない限り，ダービーの現在の基盤は維持されないだろう。光学ガラス製造業
が少なくとも数年以内に魅力的な事業として急速に財務状況が好転するとは考えられない。
現状の発展を放棄することは熟練技術を有するスタッフを四散させ，回復の可能性を排除す
るだけでなく，海外のキーインダストリーに敗北する結果となるだろう」（79）。
　もちろん，先述した産業保護法の効果が全く無かったというわけではない。同時代人の感覚と
してだがパーソンズ社の会計士は同法が1936年まで継続されている点を好意的に評価している。
すなわち，同法の下ではドイツ製品がイギリス国内市場にてパーソンズ製品を完全に駆逐するこ
（79）Price，　Water　House＆Co．　to　the　President　of　the　Board　of　Trade，　10th　April，1930，　p．2，　NA　Kew，
　Tl61／546／109166。
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とができないため，パーソンズの光学ガラス生産が莫大な利益を生み出すことは無くとも，現状
の研究を維持し，新種ガラスの開発や生産方法の改善を進める余地があるという考えによるもの
であった。
　つまり，同法が無ければイギリス光学産業は壊滅的な状況に陥ったかもしれないが，だからと
言って同法の効果を高く評価できるわけではなく，かろうじて国内市場が残されているという状
況に過ぎなかったことがわかる。この点に関しては，ウィリアムズも世界市場から見ればわずか
ではあるが，産業保護法によって光学産業はイギリス国内市場を確保することができたと論じて
いる（8e）。
　1925年以後，販売量の増加に伴いパーソンズのガラス生産に伴う損失額はわずかに減少して
いくものの（図3），損失が継続していた状況に変わりはなかった。その理由として，人件費と
光学ガラスの備蓄が考えられる。とくに後者のガラス備蓄は第一次世界大戦中に軍需省とダービー
社の間で結ばれた協定がパーソンズに引き継がれていたことによるものであった。かつて協定の
条文には備蓄を強要することで「企業に損失を押し付けるのではない，ガラス生産から妥当な利
益を得る権利を認ある」（8’）と明言されていたものの，光学ガラス製造から利益を得るには大量の
受注が必要であり，当然のことながら大量の軍需は無かったのである。
　チャンス，パーソンズ（ダービー）に続き，B＆S社の状況はどうだったのか。先に見たよう
にB＆S社は大戦中に光学ガラスの内製に成功した。大戦後も引き続き自社で必要なガラスを
製造・実験していたが他の製造業者への販売は一切しなかった。このような他社の状況に我関せ
ずという姿勢はB＆S社らしいと評価できるかもしれないが，B＆S社の経営も磐石であったわ
けではない。
　最後に1930年前後における以上3社のガラス溶融設備の状況についてまとめておこう。まず，
チャンスは炉1増禍2を利用し，35回の溶融で1年あたり10，0001bsを生産し，パーソンズは
炉・柑塙ともに一つずつ設備し，50回の溶融にて1年あたり16，000・lbsを生産し，　B＆S社は二
つの炉（一基はチャンスやパーソンズと同規模，もう一基は半分の大きさ）で1年あたり4，000
1bsを生産していた。いずれもフル稼働ではないが，炉と増塙の数からすると技術改良の影響だ
ろうか，パーソンズの生産力の高さが際立っていよう。
　以上から，先述した帝国防衛委員会の報告書の結論部分を補足すれば，イギリスで生産される
光学ガラスは質的には向上しつつあり，さらに20年代半ば以降生産される量も徐々に増加し
つつあった。だが，損失を補ってなお余りあるほどの大量軍需の支えが無いため，利益を生み出
すまでには至らず，将来的に危機的な状況に陥る可能性があったとまとめることができよう。
　以上，1920年代における3社による光学ガラス生産を見てきたが，その特異さは以下の一文
（80）Williams，　op．　cit．，　pp．156－157（永平他，前掲訳書，　pp．210－211），
（81）Secretary　of　State　for　War，　the　Admiralty，　and　the　Minister　of　Munitions　with　Wood　Brothers
　Glass　Company　Limited　and　The　Derby　Crown　Glass　Company，　Limited，　Agreement　for　the
　Manufacture　and　Supply　of　Optical　Glass，　NA　Kew，　T　161／546／109166．
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にも端的に表れている。
「わが国の光学ガラス生産は際立って珍しい状況にある。一つは民間の一個人による贅沢な
趣味であり，もう一社は採算が取れず（中略），（にもかかわらず）事業を諦めそうにない。
（中略）防衛にもっとも重要な装備の一つ（光学機器）は，パーソンズとチャンス社の慈善
心と愛国心に委ねられているのである」（カッコ内中略および注引用者）（82）。
（4）光学機器製造業者の再編
　戦間期，機器製造業者はガラス製造業者よりもめまぐるしく再編を繰り返していた。とくに軍
用機器に関与する製造業者の多くは縮小や吸収・合併を経験し，競争に耐えられない者は淘汰さ
れていった。以下，いくつかの例を見てみよう。
　第一次世界大戦中，軍需省のOMGDの監督下に入った科学機器製造業者の一つにネグレッティ・
ザンブラ社（Negretti＆Zambra）がある。同社は，海軍需要の増加に合わせて19世紀末より
望遠鏡，経緯儀，水準器，照準器，気象計など様々な機器の製造に従事していたが，幅広い分野
には対応できないと判断し，大戦後，光学機器の製造を中止し，産業や航空機用精密機器の製造
に集中することを決定した（83）。
　ヨークのクック社（T．Cooke＆Sons　Ltd．）は，戦前からヴィッカーズ社が設計した航空機
用機器の製造に従事しており，軍用光学機器分野で著名な製造業者の一つであった（8‘）。ヴィッ
カーズ社はクック社の開発を担当していたポレンによる射撃管制機器製造能力の獲得を企図し，
1915年にクック社の株式の70％を獲得した。総合的軍需産業を志向し多角化を推進していたヴィッ
カーズ社にとって，クック社の保有は当然の結果であったと言えようく85）。
　大戦後，ヴィッカーズ社は精密機器製造業者であったケントのトラウトン＆シムズ社
（Troughton＆Simms　Ltd．）とクック社を合併させることで無駄な競争を排除して同社の経営
の安定化を図ろうとした。その結果，1922年にはトラウト＆シムズとクックの両社はヴィッカー
ズ社の仲介によって，クック，トラウトン＆シムズ社（Cooke，　Troughton＆Simms　Ltd．）を設
立する。しかし，光学機器の需要は低迷し続け，同社は短命に終わった。そして1924年に同社は
（82）Ibid．，　p．6．いつ飽きられるかわからないパーソンズの贅沢な趣味は政府にとって悩みの種であったよ
　　うだ。パーソンズ自身が高齢であることから彼の相続人が光学ガラス事業を引き継ぐかどうかわからな
　　かったからである。なお，1931年にパーソンズは死去し，ガラス事業の継承について遺産相続人2名
　　と話し合いを進めている。
（83）Read，　W．　J．，‘History　of　the　firm　Negretti＆Zambra，’　Bulletin　of　the　Scientific　lnstrament　Society，
　　1985，No．5，　p．8．
（84）　Scott，　J．　D．，　Vicleers，　A　Histo7），，　London，1962，　p。132．
（85）Cooke，　Troughton＆Simms　Ltd．，　Cambridge　University　Library（以下，　CULと略記），　VA　771．
　　測距儀および射撃指揮統制システムを開発していたポレンはア）レゴ社（Argo　CQ．）の取締役であると
　　同時に，クック社の株式をも保有していた。またアルゴ社の開発した機器はクック社によって製造され
　　ていた。ヴィッカーズ社による吸収・合併の概観は，安部悦生「イギリス持株会社と管理一20世紀
　　初頭から第二次大戦まで一」『経営論集』第37巻第2号，1989年を参照。
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自発的に破産し，資産一切をヴィッカーズ社に譲渡したうえで新たに同名の会社が設立された（s6）。
　プリズムなど光学部品製造業者であったアダム・ヒルガー社は，19世紀末より続いてきた老
舗であり，B＆S社で用いられる光学部品の外注先でもあった。しかし，大戦中にB＆S社が光
学ガラス工場建設を決定したため，以後B＆S社からの発注は望めなくなった。とはいえ，大
戦前の段階でB＆S社はアダム・ヒルガー社の粗悪な光学部品によって機器性能が左右される
ことに悩まされており，光学部品の社内製造を試み，レンズ研磨，計算，プリズム製造などのガ
ラス加工能力の習得を目指していたため，アダム・ヒルガー社への発注量は徐々に減少していた
ものと思われる（87）。
　B＆S社という大型顧客の喪失と戦後の軍需減少を危惧したアダム・ヒルガー社取締役トワイ
マン（Twyman，　F．）は，ヨークの光学機器製造業者クック社からの合併の提案を受け入れ，自
社の株式の60％を同社に譲渡した。しかし，残念ながらトワイマンの選択は吉と出なかった。
先述のように20年代に入りクック社そのものが業績を悪化させ，吸収・合併の波にさらされて
しまったからである。トワイマンはクック社の株式の大部分がヴィッカーズ社によって保有され
ていることを知らず，ヴィッカーズ社主導によるアダム・ヒルガーを含むクック関連会社の管理
に従うことはできないと主張し，1926年ごろにあらためて株式を買い取ることとなった（8s）。
　このように，主要な光学機器製造業者が吸収・合併の波にもまれた一方で，B＆S社は異例で
あった。開業以来，常に孤高の存在であり続けたのである。
　B＆S社は，大戦前は世界各国への軍需で成長したイギリスの光学機器製造業者として稀有な
存在であった。大戦中にはフランス製光学ガラス輸入をめぐってフランス向けレンジファインダー
輸出を行うという重要な位置にあり，自社の相対的独自性を背景として，大英帝国唯一の総合的
な光学機器製造業者として成長した。しかし，1920年代になると軍用光学機器の海外輸出の伸
び悩みと民間市場開拓の失敗という二重苦を経験する。そして，打開策の無いまま，B＆S社は
量的には多いとは言えないものの国内軍需への依存，言い換えれば，イギリス海軍省の光学・精
密機器研究開発部門に徹することで戦間期を生き長らえることとなった（89）。
　以上，軍縮期における機器製造業者の再編を見てきたが，イギリス光学産業は1935年の再軍
備によって息を吹き返すこととなる。イギリス光学産業にとって軍需の重要性は四半世紀を経て
もなんら変化することがなかったのである。
（86）CUL，　VA　771．カタログ序文。
（87）H．D．∫ackson　to　W．　Taylor，3rd　June　1903，　GUBRC，　UGD　295／26／1／25．
（88）Williams，　op．　cit．，1994，　pp．110－111（永平他，前掲訳書，　pp．148－149）．ウィリアムズはB＆S社が
　戦前に自社の光学ガラス工場建設を決定したと指摘しているが，それを示すB＆S社側資料は見つかっ
　ていない。いずれにせよ，B＆S社は大戦前に光学部品の加工を可能とし，大戦中には光学ガラス生産
　を可能にしている。
（89）　拙稿，2005年を参照。
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まとめに代えて
　以上，第一次世界大戦から戦間期におけるイギリス光学産業の構造変化を光学産業と政府との
関係，とりわけ軍需に注目し考察してきた。大戦前のドイツ・フランス依存，軍需省による監督，
そして産業保護法による保護，業界再編という流れのなかで第一次世界大戦がターニングポイン
トであったことが明らかとなった。
　本稿が確認した点を大戦前，戦中および戦間期の順にあらためてまとめておこう。まず，第一
次世界大戦前，イギリス政府と光学産業の関係は緊密ではなかった。大きな市場となりえたであ
ろう陸軍需要は国内ではなくドイツの製造業者に流れていた。イギリス海軍も光学産業を保護・
育成せずに第一次世界大戦を迎えることとなる。
　光学にとどまらずイギリスの軍備は民間兵器産業に依存していたにもかかわらず，20世紀初
頭まで政府は国内民間兵器産業の生産能力の維持・発展に積極的に関与してこなかった。民間の
兵器生産能力を維持することができたのは，ひとえに兵器製造業者が海外諸国に対して積極的に
武器・艦艇輸出を行うことで技術・生産能力を維持・発展させたからであった。たしかに海外輸
出を可能とした要因の一つとして，イギリス政府が平時に武器輸出を規制せず放任していたこと
を指摘できるだろう。ただし，放任は政策として行われていたわけではないので積極的に評価す
ることは難しい。
　くわえて，アームストロング社やヴィッカーズ社など艦艇建造や火砲製造において競争力を有
する造船・造兵企業とは異なり，海外ならびに国内市場も早期よりドイツ製品に占められつつあっ
たイギリス光学産業にとって（B＆S社を除いて），戦前期，輸出は放任されていたが海外市場
に活路を見出すことは困難であった。さらに戦間期になるとB＆S社のように海軍省によって
先端機器の海外輸出が規制された例も見られた。
　第一次世界大戦が勃発すると，原材料のみならず製造能力の根本的な欠如という難局への対応
として，軍需省が創設された。同省の下で各種産業の整理，生産能力の拡充といった指導が強力
に進められた。
　残念ながら，戦後補償を欠いた拡充策によって，大戦直後より機器製造業者は過剰生産能力に
悩まされ，業界再編が促進された。戦争という特殊状況下で，イギリス光学産業がドイツ依存か
ら脱却しようと試みた点は評価できるものの，生産能力に見合った安定した市場を開拓すること
はできなかったのである。
　とはいえ，第一次世界大戦はイギリス政府と産業の関係において画期的な出来事であった（9°）。
それは国家の安全保障上重要とされる産業（ドイツに対して劣位にあった産業）をキーインダス
（90）産業動員への問題意識は既にボーア戦争において萌芽していたが，有効な対策はとられなかった
　（Trebilcock，　C．，“War　and　the　Failure　of　lndustrial　Mobilization：1899　and　1914，”in　Winter，　J．　M，
　ed．，　War　and　Economic　l）evelopment，　London，1975）o
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トリーとして保護させる必要性を政府に喚起させた点や教育・技術開発に対する取り組みに表れ
ている。
　1920年代，外国製品には関税が課され，光学ガラス・機器製造業者および本国・帝国市場の
保護が企図されたが，軍需は戦間期になると国内外を問わず減少してしまった。このような状況
下で，新規市場の開拓は製造業者や同業者協会の自助努力に委ねられ，政府が効果的な施策をと
ることはなかった。わずかに，DSIRが中心となって進めたBSIRAに対する補助金交付の事例
があるものの，製造業者らが直面していた僅少な需要とドイツ光学産業への対抗という問題の抜
本的解決には至らなかったのである。このような停滞のなかで，1930年代初頭にはイギリスの
光学ガラス生産は再び危機的な状況に陥っていた。
　以上から，軍需に依存していたイギリス光学産業の市場構造は，製造業者らの主体的な問題解
決能力よりも軍産関係や政府との関係によって大きく規定されるものであったと言えよう。なお，
本稿では紙幅の制約もあり，各製造業者らによる民間市場開拓への取り組みについて詳述できな
かった。今後の課題としたい。
【追記】
　本稿脱稿後にジョナサン・グラント（Grant，　J．　A．：フロリダ州立大学教授）による近著Rulers，　Guns，
and　Money（Harvard　University　Press，2007）ならびにBig、Business　in　Russia　：The　Putilov　Company
in　Late　imperial　Russia　1868－1917（University　of　Pittsburgh　Press，1997）に接する機会を得た。著者
来日中（2008年11月8日～15日）には，本稿の内容に関してさまざまな助言をいただいた。今後のさら
なる研究に活かしたい。
